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大阪府公館

	委員会での傍聴者の発言内容

（大阪府議会議員　西野修平氏）
お時間を頂き、ありがとうございます。私、大阪府議会議員の西野修平と申します。選挙区は河内長野ですが、所属は都市住宅常任委員会です。

今日の議論を拝聴させて頂きましたが、あえて委員の先生方に申し上げたいことがあります。

各市町村は大阪府を怖がってか、発言が全く無かったので、あえて申し上げたいのですが、急傾斜地の地元負担という話の中で、今の大阪府では地元負担はありません。

10％～20％の負担と言うことで、今の事業がオーダーで数千万円～数億円であり、10％～20％ということは、数百万円～数千万円を市町村が負担すると言うことになります。

私の地元で言えば、経常収支比率も99.8％ということで、300億円の中でそういう予算が捻出できない地域が沢山あると思います。おそらく、出せるのは箕面市ぐらいではないかと思います。

そういう、厳しい予算状況の中で、負担を強いるのは難しいので、ここについては委員の方々の賢明なるご判断を頂きたいという思いが1点でございます。

これは、受益が限られているからとの論理があるが、受益が限られているというのは、あくまでも「戸数がいくつか」ということであって、多い少ないで判断するのかということであって、それであれば、河川改修でもそうですし、津波でもそうですし、受益者は必ず限定されるので、多い少ないかの問題だけであるので、そうであれば、全ての災害対策に対して、受益者を求めるべきでは無いかと思います。こういう論点も議論して頂きたい。



